平成２９・３０年度一般競争（指名競争）入札
参加資格審査申請書（庁舎等維持管理）作成要領

１　書類の形態
（１）Ａ４判のフラットファイルに綴ってください。（ファイルの色指定なし）。


（２）ファイルの表紙と背表紙に「平成２９・３０年度競争入札参加資格審査申請書」と「貴社名」を記載してください。

２　提出書類
以下を参照してください。（掲載の順番で綴ってください。）

庁舎等維持管理

	（１）　委任状　許可又は登録を受けた営業所等に委任する場合のみ提出。
（２）　様　式  第１号　入札参加資格審査申請書

　　　　　　　　　第２号　営業概要書

　　　　　　　　　第３号　誓約書

　　　　　　　　　第４号　使用印鑑届

　　　　　　　　　別紙１　営業種目（消防用設備等点検整備業務のみ提出。）

別紙２－１、別紙２－２　営業実績調

　　　　　　　　　別紙３　財務諸表｛法人のみ｝

　　　　　　　　　別紙４　｛個人業者のみ｝

　　　　　　　　　別紙５－１～５－７（該当する業務のみ提出。）

別紙６－１、別紙６－２（神埼市内に支店、営業所等がある場合のみ提出）

（３）　登記事項証明書（写し）｛法人のみ｝

（４）　身元証明書（写し）｛個人業者のみ｝

（５）　貸借対照表及び損益計算書｛個人業者の場合は、別紙４に記載し提出すること。｝

（６）　納税証明書（写しも可）国、県税（法人のみ）及び市区町村税

（７）　官公署の許可等を得たことを証する書類（写し）（必要な場合のみ提出すること。）

（８）　雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）（写し）


３　様式等の記載要領

（１）　委任状


・委任状は、申請者（社長）が支店等の長へ入札、見積り、契約締結等の権限を継続して委任する場合に提出してください。


・委任事項は、必要に応じて追加、削除してください。


・委任者の印鑑は、実印（印鑑登録印）を、受任者の印鑑は、使用印を押印してください。

（２）様式

「様式第１号」


・入札参加資格審査申請書は、希望する業務ごとに申請し、申請する業務に○印を付けること。なお、建築設備運転・監視業務を申請する場合は、暖房運転業務及び冷房運転業務の申請をする必要はない。

また、申請者が法人の場合で、支社・支店・営業所・事務所等に競争入札させる場合であっても、本社又は本店名義で申請し、委任状を添付すること。

　「様式第２号」


・電話、ＦＡＸは、申請者のものとする。


・作成者は、記載事項の内容を熟知した者であること。また、その者との連絡先が上記と違う場合は、別紙にて添付すること。


・営業種目は、現在行っている業務のうちで、神埼市で受託を希望する営業種目を記載すること。

　　　例）常駐警備業務、巡回警備業務、機械警備業務、清掃業務、消防用設備等点検整備業務、建築設備運転・監視業務、暖房運転業務、冷房運転業務、エレベーター点検整備業務、浄化槽点検整備業務、空調設備点検整備業務、空調自動制御装置点検整備業務

なお、消防用設備等点検整備業務にあっては、消防法施行規則第３３条の３及び昭和５０年消防庁告示第２号の指定区分で受託を希望する点検整備業務を別紙１に記載すること。

警備業務にあっては、警備業法第４条の規定による公安委員会の認定書の写しを添付すること。

なお、登録期間中に上記認定を更新した場合は、その都度写しを追加添付すること。
　
・県内の事務所又は営業所

法人にあっては、登記事項証明書に記載のある県内の事務所又は営業所を記載すること。

警備業務で、県外業者が申請する場合は、警備業法第５条の規定による佐賀県公安委員会へ届出書の写しを添付すること。


・営業実績

県内・県外を問わず審査対象事業の営業実績とし、営業実績調（別紙２－１、２－２）を作成したうえで転記すること。


・営業年数

創業時に申請業務を行っていない場合は、申請業務を行ってからの年数を計の欄に併記すること。


・営業比率

基準日の属する営業年度の前年の決算の数値により定める算式（別紙３）で算定した比率を記載すること。


・自己資本額

法人にあっては、基準日の属する営業年度の前年の決算における資本金・準備金・積立金の額に当該決算に伴う利益処分（損失処理）における準備金・積立金・次期繰越利益（次期繰越損失）の額を加えた額とする。

個人にあっては、基準日の属する年の前年の決算における次期繰越純資本金の額とする。


・従業員数

全従業員数は、申請する業務に関わらず全体の人員数を記載し、申請業務に従事する従業員数は、申請業務に従事する全人員数（管理部門は除く）とし、記載する従業員数は次によること。

法人にあっては、雇用保険の被保険者として認定されている常用の従業員とする。

個人にあっては、家庭従業員等で当該事業により給与の支給を受けている者及び雇用保険の被保険者として認定されている常用の従業員とする。

なお、記載した申請業務に従事する従業員数が５０人以下の場合はその全員分を、５０人を超える場合は最低５０人以上の「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用） 」の写しを添付すること。


・設備の設置状況

警備業務又は清掃業務を申請する場合についてのみ、営業概要書に記載する設備の保有台数を記入すること。なお、機械警備の有の場合は、警備業法第１１条の４に規定する公安委員会への届出書の写しを、また、無線巡回車を保有している場合は、電波法第４条の規定による無線局の免許の写しを添付すること。


・全従業員の有資格者数

申請業務に従事する全従業員の有資格者数については、基準日現在の状況を次により作成し、営業概要書（様式第２号）の全従業員の有資格者数の欄に転記すること。

　　　　　　　清掃業務を申請する場合は、「別紙５－１」

　　　　　　　消防用設備等点検整備業務を申請する場合は、「別紙５－２」

　　　　　　　建築設備運転・監視業務を申請する場合は、「別紙５－２」「別紙５－３」

　　　　　　　暖房運転業務を申請する場合は、「別紙５－４」

　　　　　　　冷房運転業務を申請する場合は、「別紙５－５」

　　　　　　　エレベーター点検整備業務を申請する場合は、「別紙５－６」

　　　　　　　浄化槽点検整備業務を申請する場合は、「別紙５－７」　によること。

なお、資格を証する免状等の写しを添付すること。

「様式第３号」


・委任する場合にあっても、本社又は本店名で作成すること。

「様式第４号」


・神埼市との取引の際、使用する印鑑を押印してください。（委任する場合は、受任者の印）

「別紙１」


・消防用設備等点検整備業務を申請する場合のみ作成し提出すること。

「別紙２－１」「別紙２－２」


・この調査表は、県内・県外を問わず審査対象業務について記載し、営業概要書（様式第２号）の営業実績の欄に転記すること。


・基準日直前の会計期間２年間について、１年ごとに記載すること。


・受注した審査対象業務を国、県、市町村及び民間会社等の区分により、県内の主なものを各々５件程度記載し、あとは一括して記載すること。


・業務形態は、次によるものとし、業務形態の欄に記載すること。

　　　　　　（ａ）警備業務　常駐・巡回・機械警備等による区分

　　　　　　（ｂ）清掃業務　常駐・定期・建築引き渡し時清掃等による区分

　　　　　　（ｃ）消防用設備等点検整備業務　点検・整備・点検整備等の区分

　　　　　　（ｄ）建築設備運転・監視、暖房運転、冷房運転の各業務

1 建築設備運転・監視　　　建築物の設備機器を委託先が指定する時間帯において稼動させ、その状況を監視すること及び制御することをいい、日常的な点検・保守等を含む。

②　暖房運転　　　建築物の燃料系暖房設備機器について、その設備機器の運転時間における状況の監視及び制御をすること。

③　冷房運転　　　建築物の燃料系冷房設備機器について、その設備機器の運転時間における状況の監視及び制御をすること。

4 定期点検　　　設備機器の法定点検・自主点検を定期的に行うこと。

5 分解整備（オーバーホール）　　　設備機器の必要に応じ又は定期的に分解し、劣化した部品等を修理又は交換し整備すること。

　　　　　　（ｅ）エレベーター点検設備業務　点検・整備・点検整備等の区分

　　　　　　（ｆ）空調設備点検整備業務　点検・整備・点検整備等の区分

　　　　　　（ｇ）空調自動制御装置点検整備業務　点検・整備・点検整備等の区分

　　　　　　（ｈ）浄化槽点検整備業務　点検・整備・点検整備等の区分


・下請けによる場合は受託、下請けを行わせた場合は、委託と摘要欄に記載すること。

「別紙６－１、６－２」　営業所等状況調査票

　　・庁舎等維持管理の登録業者が神埼市内に支店、営業所等がある場合のみ提出してください。

（３）　登記事項証明書（写し）｛法人のみ｝


・本店の所在地を管轄する法務局で発行される、商業登記簿謄本又は商業登記の履歴事項全部証明書若しくは現在事項全部証明書の写しを提出してください。

（４）　身元証明書（写し）｛個人業者のみ｝


・本籍地のある市（区）町村で発行される身元証明書の写しを提出してください。

（５）　貸借対照表及び損益計算書｛個人の場合は、別紙４『貸借対照表（個人営業用）』に記載すること。｝


・基準日の属する営業年度の前年及び前々年の決算に係るもの （写し可）

（６）　納税証明書（写しも可）国、県税（法人のみ）及び市区町村税


・【国税】　法人の場合は『納税証明書その３の３』、個人の場合は『納税証明書その３の２』を提出してください。


・【県税】　法人の場合は、本店所在地の都道府県税の「納税証明書」を提出してください。ただし、委任状を提出される場合は、委任先の支店、営業所所在地の都道府県税の「納税証明書」のみを提出してください。※証明書の種類は都道府県税の未納がない証明書となります。


・【市区町村税】



本店所在地の市区町村が発行する「納税証明書」を提出してください。ただし、委任している場合は、委任先の支店、営業所所在地の市区町村税の「納税証明書」のみを提出してください。※証明書の種類は市区町村税の未納がない証明書となります。

（７）　官公署の許可等を得たことを証する書類（写し）（必要な場合のみ提出してください。）


・業務に関し、法令上必要な許可書等の写しを提出してください。


・代理店又は特約店等契約がある場合はその証明書の写しを提出してください。

（８）　雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）（写し）


・記載した申請業務に従事する従業員数が５０人以下の場合はその全員分を、５０人を超える場合は最低５０人以上の「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用） 」の写しを添付すること。

委　　任　　状

神　埼　市　長　　　様



所在地(住所)


委任者
商号又は名称



代表者職氏名　　　　　　　　　　　実印
　私は、下記の者を代理人と定め、神埼市との間に行う契約について、下記の事項に関する権限を委任します。

記

１　入札及び見積りに関する一切の権限

２　復代理人選定に関する一切の権限

３　契約の締結及び契約の履行に関する一切の権限

４　代金の請求及び受領に関する一切の権限

平成　　年　　月　　日



所在地(住所)


受任者
商号又は名称



代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印
様式第１号（第２条関係）

入札参加資格審査申請書

年　　月　　日　　

　（あて先）神埼市長

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（法人にあっては、代表者氏名）　　　　　　　　　　㊞

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

書類作成者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　神埼市が委託する庁舎等の維持管理業務

	警備業務

清掃業務

消防用設備等点検整備業務

建築設備運転・監視業務

暖房運転業務

冷房運転業務

エレベーター点検整備業務

空調設備点検整備業務

空調自動制御装置点検整備業務

浄化槽点検整備業務
	に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加すること


ができる者の資格の審査を申請します。

添付書類

　１　営業概要書

　２　誓約書

　３　使用印鑑届

　４　営業所等状況調査票（神埼市内に支店、営業所等がある場合のみ提出）

　５　登記事項証明書（法人のみ）

　６　身元証明書（個人のみ）

　７　貸借対照表及び損益計算書

　８　納税証明書

　９　官公署の許可等を得たことを証する書類


市では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約を

お願いしています。なお、内容確認のために神埼警察署へ照会を行う場合があります。　　
この様式に記載された個人情報は、入札参加資格の審査のため、及び様式第３号の誓約事

項の確認のために使用します。また、確認情報は、申請者と市が行う他の契約等における身

分確認に利用する場合があります。
様式第２号（第２条関係）

営業概要書

	商号又は名称
	　
	電話　　　　　　（　　　　　）

ＦＡＸ　　　　　　（　　　　　）

作成者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	営業種目
	　

	県内の事務所又は営業所
	事務所名又は営業所名
	所在地
	電話（上段）　ＦＡＸ（下段）

	
	　
	　
	（　　　　）

（　　　　）

	
	　
	　
	（　　　　）

（　　　　）

	
	　
	　
	（　　　　）

（　　　　）

	経営の状況
	営業実績
	前々年又は前々営業年度

(ア)
	前年又は前営業年度

(イ)
	
[image: image1.wmf]２

(ア)＋(イ)



	
	
	千円　
	千円　
	千円　

	
	営業年数
	創業
	営業の停止、休止等の期間
	現組織への変更
	計

	
	
	年　　　月　
	　　　　　　　年　　　　　　　月から

　　　　　　　年　　　　　　　月まで
	　　　　年　　月
	満　　　年　　　月

	
	営業比率
	流動比率
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	自己資本固定比率
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	利益率　
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[image: image5.wmf]　　　　千円

　　　　千円

　×　100＝　　％
	
[image: image6.wmf]　　　　千円

　　　　千円

　×　100＝　　　％
	
[image: image7.wmf]　　　　千円

　　　　千円

　×　100＝　　　％

	経営の規模
	自己資本額
	千円　　　　　　　　　　　　　　

	
	従業員数
	全従業員数
	人　　　　　　　　　　　　

	
	
	　
	申請業務に従事する従業員数
	人　　　　　　　　　　　　

	
	設備の設置状況
	警備業務
	台数
	清掃業務
	台数

	
	
	無線巡回車
	　
	床みがき機
	　

	
	
	機械警備の有無
	（有・無）
	自動洗浄機
	　

	
	
	　
	　
	真空掃除機
	　

	
	
	　
	　
	じゅうたん自動洗浄機
	　

	
	
	　
	　
	タッカー
	　

	
	
	合計
	　
	合計
	　

	
	全従業員の有資格者数
	①電気主任技術者
	②ボイラー技師
	③冷凍機械責任者
	④危険物取扱者


	⑤建築物環境衛生管理技術者
	⑥消防設備士


	⑦電気工事士


	⑧１級建築士


	⑨２級建築士


	⑩昇降機検査資格者
	⑪浄化槽管理士


	その他の資格者


	計

	
	
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	営業区域
	　

	取引金融機関
	　

	摘要
	　


　注　「全従業員の有資格者数」欄は、１人で数種類の資格を有する者の場合は、資格の種類ごとに１人として計上すること。なお、有資格者については、当該資格を証する書類の写しを添付すること。

　　　営業区域については、浄化槽点検整備業務の申請者のみ記載し、「佐賀県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例」第５条の規定により登録された営業区域に係る市町村名を記載すること。

様式第３号（第２条関係）

誓約書

　私は、下記の事項について誓約します。

　２について、市が必要な場合には、神埼警察署に照会することを承諾し、照会で確認された情報は、今後、私が市と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

記

１　貴市の一般競争入札及び指名競争入札（以下「入札」という。）に参加することが決定しました場合は、貴市における入札の諸規程を厳守し、公正な入札をいたします。もし、下記の事項に該当した場合は、貴市の入札参加資格の取消しを受けましても何ら異存ありません。

（１）　契約の履行に当たり、故意に維持管理を粗雑にし、又は維持管理に関して不正の行為をしたとき。

（２）　入札等において、その公正な執行を妨げ、又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正な利益を得るため連合したとき。

（３）　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。

（４）　維持管理の実施状況について、市の契約担当職員が行う監督又は検査の実施に当たり、当該職員の職務の執行を妨げたとき。

（５）　正当な理由がなく契約を履行しなかったとき。

（６）　前各号のいずれかに該当する事実を行ったため、入札参加資格の取消しを受けた後２年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。

（７）　申請書等に虚偽の記載があったとき。

２　自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当しません。また、次に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。

（１）　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２）　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３）　暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者

（４）　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者

（５）　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

（６）　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（７）　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

　　　　平成　　年　　月　　日

　神埼市長　　　　様

住所（法人、団体にあっては、事務所所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（法人、団体にあっては、法人・団体名、代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

生年月日　　　　（明治・大正・昭和・平成）　　　　年　　　　月　　　　日
様式第４号（第２条関係）

使用印鑑届

　神埼市で行われる庁舎等の維持管理業務の委託契約に係る競争入札等のために提出する書類には、下記の印鑑を使用することをお届けします。

	印鑑
	社印
	代表者印（使用印）
	　

	
	　
	　
	


年　　月　　日　　

　（あて先）神埼市長

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（法人にあっては、代表者氏名）　　　　　　　　㊞　　

様式第６号（第４条関係）

入札参加資格者申請事項変更等届出書

年　　月　　日　　

　（あて先）神埼市長

登録番号　第　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　　　

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（法人にあっては、代表者氏名）　　　　　　　　　　㊞

　下記のとおり申請事項を変更（休止・廃止）しましたのでお届けします。

	記号
	届出事項
	添付書類
	変更（休止・廃止）年月日

	　
	住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）の変更
	登記事項証明書等


	　

	　
	商号又は名称の変更
	登記事項証明書・使用印鑑届委任している場合は委任状等
	　

	　
	氏名（法人にあっては、代表者氏名）の変更
	登記事項証明書・使用印鑑届

身元証明書・委任している場合は委任状等
	　

	　
	受任者の変更
	委任状等
	　

	　
	廃止
	　
	　


　注　届出事項のうち該当するものの記号欄に○印を付けてください。

変更の内容

	変更前
	変更後
	備考

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　



市では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。なお、内容確認のために神埼警察署へ照会を行う場合があります。
この様式に記載された個人情報は、入札参加資格の審査のため、及び様式第３号の誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は、申請者と市が行う他の契約等における身分確認に利用する場合があります。
様式第７号（第５条関係）

入札参加資格承継承認申請書

年　　月　　日　　

　（あて先）神埼市長

申請者　住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（法人にあっては、代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　㊞

　下記入札参加資格者の地位を継承したいので、神埼市庁舎等の維持管理業務の委託契約に係る一般競争入札及び指名競争入札の参加することができる者の資格及び資格審査に関する規程（以下「規程」という。）第５条第１項の規定により申請します。

記

１　住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

２　商号又は名称

３　氏名（法人にあっては、代表者氏名）

４　入札参加資格者

　　名簿登載番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

５　入札参加資格者

　　名簿登載年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

６　入札参加資格を有する業務の種類

（添付書類）

　(１)　一般承継があったことを証する書類

　(２)　規程第２条第３項の規定により添付する書類


市では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。なお、内容確認のために神埼警察署へ照会を行う場合があります。
この様式に記載された個人情報は、入札参加資格の審査のため、及び様式第３号の誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は、申請者と市が行う他の契約等における身分確認に利用する場合があります。
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